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周知 の ように,商 法領域 を含めての博士 の学 問的業 績 については,あ る時
点で の 目録がすでにあ る(大 阪市 立大学 『法学雑誌』13巻2・3・4号,昭
和42年,実 方教授退任記念号330頁以下)。国際私法領域か らさ らにそれに
つけ加 え るとす るな らば,「 各種 の契約」(国 際法学会編r国 際私 法講座 』2
巻,昭 和30年,431頁 以下),及 び,よ り最近 の もの と して,外 国貨幣約款
(国際法学会編 『国際法辞典』昭和50年,76頁),外 国金銭債務(同 上),貨
幣価値約款(同109頁),金 約款(同144頁),選 択貨幣約 款(同405頁),.
及び,選 択 支払地約款(同 上)の 諸項 目をあげ ることができ よ う。
また,本 来 的に国際性 を帯有す る 商法領域に おけ る 専門家が,そ の まま
「国際商法」 ない し 「国際会社法」 に まで そ の研究対象を 拡大す る ことはけ
っ して まれではないであろ うが(最 近に おけ る,そ の一 例 と して,Grossfeld,
Pク鰯5aeslnternationalenP吻at-zanaW〃tschaftSPtecht,1～ecゐ彦sProbl〃ze
multinationalevUnternehmen・1975.がある),実 方博士 の 場合 は,そ れに
とどま らない。 つ とに 「共通法」及び 「国籍 法」 についての 著述(r新 法学
全集 』,昭和12年)が あるほか,「国際親 子法」(穂績 ・中川編 『家族制度全
集』法律編3巻,昭 和12年),な らびに,「国際相続法」(同上5巻,昭 和13
年)の 論稿に続 いて,い まなお数少ない標準的体系書 の一つ と して引用 され
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して,こ のうえない喜びであり光栄である.
国際私法領域における実方正雄博士の業績について 5
るr国 際私法概論』(昭和17年,400頁)が あ る。 この ような ことは,わ が
国の国際私法学界 と して,こ れか らもおそ らくないのではなか ろ うか。 じつ
に驚嘆すべ き ことといわねばな らない。
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さらに,国 際私法方法論の問題 として,博 士の場合,つ ぎの2点 が注 目さ
れるべきであろう。用語上,各 国私法の相異か ら生 じる法律抵触(衝 突)問
題を解決するものとしての国際私法は,固 有の意味においては 「抵触法」 と
呼ばれ,こ れに反 して,各 国の国内的私法そのものを 「実質法」 とい う。か
つ また,博士によっても強調されているように(前出 『概論』50頁参照),「抵
　 　 　 　 　 つ
触法 と実質法が異な った平 面にあ ることが 承認 されねば な らない。」 とす る
のが,国 際私法についての 基本 的な 構造認識で ある(Rabel,.DasPPtoblem
aePtQualzfihation'1931,Sonderausgabe,S.11,)。しか るに,そ うした抵 触
法 ・実質法の分離があ ま りに も極端 に押 し進め られて きた結果,こ んに ち,
ヨー ロ ツパ型国際私法が,「 古典的国際私 法」(Klassischesinternationales
Privatrecht)とい う焼 印を押 され るに いた った もの とい うごとが で き よ う
(ノイハ ウス教授著 ・桑 田訳 「ヨー ロ ッパ国際私 法上新た な道は存在す るか」
r法学新報』81巻9号134頁 以下 参 照)。 あ るいは,あ ま りに"無 菌"な 現 ・
代 国際私法について,そ れ におけ る 「社 会的価値 の欠乏」(ZurArmutdes
internationalenPτivatrechtsansozialenWerten)と、い うことが 指摘 さ
れ るところで もある(Zweigert,RabelsZ.1973,S.435f.)。それ だけ に,
つ ぎの引用 は,と くに ごんにち新 鮮な教示を含む もの といわねば な らない。
"本書の中心た る各論的叙述に於ては
,我 が実定国際私法現範 の的確 なる
把握及び分析に努め,学 説や立法例の徒 らなる説明は之を排 した。従来 の
態度を見 るに,そ の多 くは,曰 く何 々主義 曰 く何 々主義 の列挙 と其 の論評
とに殆ん ど終始 し,そ の一つを採 用す る我国際私法規定 の具体的 内容に言
及す ることは 極 めて 少 ない。 斯様 な態度は,こ れを民 法や商法 の著述 と
対照 して考えて見 ると,全 く奇異の感を抱 かざ るを得 ないで あろ う。"(前
6 商 学 討 究 第27巻 第3・4号
出 『概論』,序2頁 以下)
ところで,あ る表 現に よれば,国 際 私法専 門家におけ る方法的立場の分類
と して,総 則"専 門家"(``Spezialisten"desAIIgemeinenTeils)とい う
のがあ る(Kegel,,IPR,1971,S・81.)。これ に対 して,実 方 博士 の場合,「本
書の中心 た る各論的叙述」 と して,そ こに表 明 され た各論重視の立場は,あ
くまで も実証的かつ経験的であ る。 この点において,抵 触法領 域にのみ終始
す るのではな く,実 質法であ る商法の領域 で培 われ た博士 の学風が躍如 と し
てい るのではなかろ うか。 なかんず く,そ の ことは,戦 後に おけ るアメ リカ
抵触 法の影響 の もとでは な く,国 際私法そ の ものが なおまだほ とん ど実用性
を もたなか った当時の ことだけに,な お さ ら先見的 とい うぺ きであ る。
さ らに は,第2の 点であ る。 しば しば指摘 され る よ うに,比 較法学者 はか
　
な らず しも国際私法学者である必要はないが,国 際私法学者は必然的に比較
法学者でなければならない。それゆえ,「比較私法学的考察」(前出r概 論』,
序3頁)に 立脚 しない国際私法的論述は絶無であろ う。問題は,そ こにいわ
ゆる比較法的方法とははた してなにを意味するか,と い う点である。ある代
表的な見解に よれば,「比較法の対象は,条文 とか判旨ではな く,.制定法,判
　 　 　 　
例及び法学 の協 同的な作用 に もとつ く生 きた法であ る。」とされ,ま た,外 国
法 規のたん なる記述的な集積 に とどまる 「形 式的比較法」 に対 して,社 会 関
連 におけ る機能の点において各法規,各 制度を比較す る 「機能的比較 法」 の
重要性が強調 され る(Rheinstein,EinPthrunginaieRechtsvergleichung,
1974,S.22f.)。さ らに,そ れ とな らんで 重要 な意義を もつ のが,い わゆ る
「法事実及び利益探 求」(Rechtstatsachen-undInteressenforschung)の立
場 であ る。 しか るに,こ れ らの方法が見事に結 集 され たのが,モ ニ ュメンタ＼
ルな大著 『金約款論』(大阪商科大学研究叢書第8冊,昭 和14年,645頁)
である。 とりわけ,つ ぎのような基本的観点が,そ うである。
"特に,本書のテーマの性質上,実 証的な比較判例法考察を欠いては無意
味であると考えたので,出 来 るだけ新 らしい諸国の判決を所論の資料 とし
て利用 したが,'之を蒐集 し・その経済的要求や政治的背景を考慮 し乍 ら之
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を分析 し・夫 々の論 点に従 って取捨整理す ることは,決 して容易ではなか
った 。"(同・序 ・3頁以下)・
す なわ ち,約 款 こそ は,典 型的な法事実 であ り,「比較判例法的考察」は,
す ぐれ て機能的比較法 の立場 とい うことがで きる。 この筆者な りにいえば,
つい さき ごろ も,離 婚事件 の裁判管轄権に関す る画期的な最高裁大法廷判決
(昭和39.3.25,民集18巻3号486頁)な どの 判例法理 の形成 をめ ぐって,
"右 の大法廷判決な どの有 意義の判決 例 も
,確 固 と した明文の国内法規があ
っての ことではない。 それ らはいずれ も,比 較法的 な意 味での 「確定 の学説
及び先例」 に 準拠 しなが ら(ス イス民法第1条 第3項 参 照),法 理的追求を
通 じて 「裁判官 の法創造的機能」が発揮 された ものにほか な らない。"と した
ところであ る(桑 田 『公正取引』307号7頁)。 これは,か っての ッヴ ァ ィゲ
ル ト教授 の 論文 に 負 うところ の ものであ る(Vgl.多weigert,Rechtsverglei-
chungalsuniversaleJnterpretationsmetho4e,RabelsZ,1949,S,5f.)。それ
は ともか く,わ が国におけ る国際私法研究 に とって現在 もっと も緊急 かつ 切
実に必要 とされ るものは,帰 納的 な比較 判例法的考察方法ではないであろ う
か。そ のための先駆的 な範例 と して 『金約款論』が ある。
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しか し,上 述 の よ うな,オ ール ラウン ドな国際私法的論述 とともに,実 方
博士にあ っては,そ の重点が おのずか ら 「国際契約法」 の領域 に集中す るこ
ともま㌔ 当然 といわねばな らない。す なわ ち,博 士 におけ る最初期かつ もっ
と も長大 なモ ノグ ラフ ィー として,「国際私法上 に於け る当事者 自治 の原則」
とい う研究が あるほか(r法 学』1巻9号 ～12号,昭 和7年),こ の問題 は,
『概論』 中において もと くに詳述 されている ところであ る(同 ・201頁以下)。
なかんず く,い わゆ る 「量的制 限」 の問題 をめ ぐってで ある。 しか るに,こ
の点につ いては,つ ぎの よ うな有力な指摘 がある。
"か よ うな態度は
,当 事者 自治 の量的制限論 とよばれ,諸 国の実定 国際私
法や判例 の中に,明 らか に これを採用 した とお もわれ る ものがみいだ され
8 商 学 討 究 第27巻 第3・4号
出 『法学』誌上の論文にほかな らない。
ン ド国際私法第7条 及び第8条 の各規定,あ るいは,1966年の同国における
新立法上の諸規定(第25条以下),さ らには,1969年のアメリカ抵触法に関
する第2次 リステー トメン トの立場などをめ ぐって,現 在,国 際契約法は,
国際不法行為法 とな らんで,国 際的論議の焦点をな している。それはまた博
士の業績が現実的な光彩を放 っていることを意味するであろう。 もっとも,
法例 第7条 第1項 の範囲内において,「黙示意思探及の具体的判断基準」 と
して,い わゆる 「契約類型」(Vertragstypen)に応 じた客観的連結基準を提
示 される博士の場合が,そ の全体において,た だちに量的制限説といえるか
いなかは,な お検討の余地があるのではなかろ うか(前 出 『概論』213頁以
下参照)。それはむ しろ,よ りよくは,い わゆる 「個別的地域化の理論」とい
われるべ きではあるまいか。
それとは別に,私 法の強行法化または介入的法規の増大 とともに,近 時,
国際契約法上1つ の論点となっているのが,と りわけ,「強行的法規の特別
連結理論」である。 このような点にっいても,戦 後早い時期にすでに実方博
'
士のっぎのような一般的な指摘がある。
"此の雇傭契約 との関連で考慮すべきは,戦 後著 しい発展を遂げた社会立
法 としての一連の労働立法の国際私法上の取扱である。 これ等立法の行政
法的構成部分は,固 よ り国際私法の領域には属 しないけれ ども,多数の私
法的部分をも包含するか らである。此の種の立法は,一般 債権関係法と異
り,抽 象的 ・普遍的性格を 欠き,一 国の社会 ・経済政策の 遂行手段と し
て,其 の国の特殊の要求に土着的な性格を帯び,そ の実施は,其 の国の行
政的機構 と密接に結合せ しめ られているか ら,国際私法上,属 地的に限定
るのみな らず,比 較的最近 に おけ るかな り有力な学説 に よって もまた支持
されてい るのである。"(折茂豊 『国 際 私 法』(各論)〔新版〕昭和47年,
120頁。 なお,同r当 事者 自治 の原 則一近 代 国際私法の発展』 昭和45年,
104頁参照)
かつ また,そ の よ うな学説 の代表的 な もの として引用 され ているのが,前
よく知 られ ている1926年の ポ ーラ
、■
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せ られ た強行性 を認 め,当 事者 の合意を以て して も排除す る ことは出来 な
い,と 解すべ きで ある。"(前出 ・講座459頁以下。な お折茂 ・前 出 『当事
者 自治』179頁以下参照)
あるいは,・フ ラソス理論上,い わゆ る 「直接的適用 の法律」(rさglesd'ap-
plicationimm6diate)とい う構成 があ る。 よ り包 括的 に,西 ドイ ヅ学説で
いえば,「行政法規の空間的適用範囲」(DerraumlicheAnwendungsbereich
derVerwaltungsrechtsnorm)の問題 がある。か くて,そ の後 の法発展は,
まぎれ もな く,そ こで 博士に よって 指摘 され た 方 向をた どつてい るであ ろ
う。ただ,以 上は,は た してせ っか く与 え られた機会を活か した ことにな る
であ ろ うか。
